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(百万円未満切捨て)

１．2022年６月期第１四半期の連結業績（2021年７月１日～2021年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年６月期第１四半期 6,326 - △79 - △73 - △122 -

2021年６月期第１四半期 - - - - - - - -
(注)包括利益 2022年６月期第１四半期 △96百万円( -％) 2021年６月期第１四半期 -百万円( -％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年６月期第１四半期 △13.88 -

2021年６月期第１四半期 - -
　

（注）当社は、2021年７月14日に共同株式移転により設立されたため、前年同四半期実績はありません。
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年６月期第１四半期 16,943 8,512 50.1

2021年６月期 - - -
(参考) 自己資本 2022年６月期第１四半期 8,484百万円 2021年６月期 -百万円
　

（注）当社は、2021年７月14日に共同株式移転により設立されたため、前期実績はありません。
　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年６月期 - - - - -

2022年６月期 -

2022年６月期(予想) - - 40.00 40.00
(注)１．直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

２．当社は、2021年７月14日に共同株式移転により設立されたため、前期実績はありません

３．2022年６月期の連結業績予想（2021年７月１日～2022年６月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 31,000 - 1,700 - 1,640 - 1,000 - 125.35
(注)１．直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

２．当社は、2021年７月14日に共同株式移転により設立されたため、対前期増減率はありません。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 社（社名） 、除外 社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料７ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項
（会計方針の変更）及び（会計上の見積りの変更）」をご覧ください。
　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年６月期１Ｑ 8,420,000株 2021年６月期 -株

② 期末自己株式数 2022年６月期１Ｑ 442,474株 2021年６月期 -株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年６月期１Ｑ 8,832,820株 2021年６月期１Ｑ -株
　

（注）当社は、2021年７月14日に共同株式移転により設立されたため、前期実績及び前年同四半期実績はありません。
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている予想数値は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ
いており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績などは様々な要因により
大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい
ては、添付資料２ページ「１.当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する
説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状

況にある中、感染拡大の防止策を講じつつ、ワクチン接種を促進し、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち

直しの動きが続いております。しかし、国内外の感染症の動向に十分注意する必要があり、景気の先行きは不透明な状

況が続いております。

　当社グループが属する建設コンサルタント業界及び地質調査業界の経営環境は、2021年度の公共事業関係予算は、前

年度までの「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」の後に「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速

化対策」として、５年間延長されており、国内の公共事業を取り巻く環境は、堅調に推移していくものと考えられま

す。

　このような状況の下で、当社グループは、今期が初年度となる第１次中期経営計画（2021年７月から2024年６月ま

で）において、企業理念として定めた「大地と空間、人と社会の可能性を引き出し、未来を拓く」の実現に向けて、

「シナジー効果の創出による事業拡大」と「経営基盤の整備・強化」を基本方針として設定いたしました。これらの基

本方針に基づき、中期経営計画の最終年度となる2024年6月期の目標である受注高340億円、売上高340億円、営業利益24

億円の達成に向けて取り組んでおります。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の業績は、受注高は78億５百万円、受注残高は

206億１千８百万円、売上高は63億２千６百万円となりました。利益面におきましては、経営統合に関連してのれん償却

や会社設立費等の一時的な費用１億４千万円を計上した結果、営業損失は７千９百万円、経常損失は７千３百万円、親

会社株主に帰属する四半期純損失は１億２千２百万円となりました。

　なお、当社グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみの単一セグメントであるため、セグメントご

との記載はしておりません。

（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、169億４千３百万円となりました。うち、現金及び預金が20億５千

４百万円、受取手形及び売掛金が５億７千２百万円、契約資産が80億９千３百万円、有形固定資産が18億６千７百万円、

退職給付に係る資産が22億５千９百万円を占めるにいたっております。

　負債合計は、84億３千１百万円となりました。うち、業務未払金が10億７千２百万円、契約負債が21億４千１百万円、

長期借入金が12億５千万円、退職給付に係る負債が４億５千４百万円を占めております。

　純資産合計は、85億１千２百万円となりました。うち、資本金及び資本剰余金が35億８千万円、利益剰余金が50億３

百万円を占めております。

　これらの結果、当社グループの自己資本比率は50.1％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　今後の経営環境としては、2021年度の公共事業関係予算は、前年度までの「防災・減災、国土強靱化のための３か年

緊急対策」の後に「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」として、５年間延長されており、国内の公共

事業を取巻く環境は、堅調に推移していくものと考えられ、今後においても一定の受注高、売上高、営業利益を確保で

きるものと判断しております。

　通期の業績予想につきましては、当第１四半期連結累計期間の営業成績が通期の予想に対し順調に推移しており、現

時点では2021年８月６日に公表しました業績予想数値からの変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,054,486

受取手形及び売掛金 572,432

契約資産 8,093,356

その他 434,272

流動資産合計 11,154,547

固定資産

有形固定資産 1,867,842

無形固定資産 381,703

投資その他の資産

投資有価証券 416,380

退職給付に係る資産 2,259,092

繰延税金資産 24,079

その他 840,264

投資その他の資産合計 3,539,817

固定資産合計 5,789,363

資産合計 16,943,911
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部

流動負債

業務未払金 1,072,190

短期借入金 500,000

１年内返済予定の長期借入金 214,284

未払法人税等 373,507

契約負債 2,141,379

賞与引当金 474,848

完成業務補償引当金 141,390

受注損失引当金 57,538

その他 1,227,861

流動負債合計 6,202,999

固定負債

長期借入金 1,250,002

退職給付に係る負債 454,070

役員退職慰労引当金 61,000

資産除去債務 121,567

繰延税金負債 317,018

その他 25,136

固定負債合計 2,228,795

負債合計 8,431,794

純資産の部

株主資本

資本金 2,000,000

資本剰余金 1,580,091

利益剰余金 5,003,046

自己株式 △144,418

株主資本合計 8,438,720

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 124,561

為替換算調整勘定 △21,484

退職給付に係る調整累計額 △57,721

その他の包括利益累計額合計 45,355

新株予約権 28,041

純資産合計 8,512,117

負債純資産合計 16,943,911
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間

(自 2021年７月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 6,326,403

売上原価 4,527,652

売上総利益 1,798,750

販売費及び一般管理費 1,878,716

営業損失（△） △79,966

営業外収益

受取利息 31

受取配当金 101

不動産賃貸料 3,490

貸倒引当金戻入額 6,301

その他 3,542

営業外収益合計 13,466

営業外費用

支払利息 1,607

固定資産除却損 1,923

不動産賃貸費用 1,707

その他 1,360

営業外費用合計 6,598

経常損失（△） △73,097

税金等調整前四半期純損失（△） △73,097

法人税、住民税及び事業税 327,991

法人税等調整額 △278,521

法人税等合計 49,470

四半期純損失（△） △122,567

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △122,567
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間

(自 2021年７月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純損失（△） △122,567

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 25,680

為替換算調整勘定 408

退職給付に係る調整額 12

その他の包括利益合計 26,101

四半期包括利益 △96,466

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △96,466

非支配株主に係る四半期包括利益 ―
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　 当連結会計年度は当社の第１期となりますが、「企業結合に関する会計基準」における取得企業である大日

　 本コンサルタント株式会社で採用していた会計処理方法から変更しているため、会計方針の変更として記載し

　 ております。

　 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

　 う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

　 点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、従来、進捗部分について成果の確実性が認められる業務については業務進行基準を、その他の

　 業務については業務完成基準を採用しておりましたが、一定の期間にわたり履行義務が充足される契約につい

　 ては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、一定の期間にわたり収益を認識しております。

　 なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する実際原価の割合（インプット

　 法）によっております。

　 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

　 ており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当

　 第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

　 す。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より

　 前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、

　 その累積的影響額を当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は29億６千３百万円、売上原価は20億５千１百万円それぞれ

　 増加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ９億１千１百万円減少しております。

　 また、利益剰余金の当期首残高は６億３千８百万円増加しております。

（会計上の見積りの変更）

　 当連結会計年度は当社の第１期となりますが、「企業結合に関する会計基準」における取得企業である大日

　 本コンサルタント株式会社で採用していた会計処理方法から変更しているため、会計上の見積りの変更として

　 記載しております。

　 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

　 う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する

　 会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定

　 会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財

　 務諸表への影響はありません。
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３．その他

受注及び販売の状況

　 ① 受注高

業務別

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年７月１日

　 至 2021年９月30日）

金額（千円） 構成比（％）

建設コンサルタント業務 6,827,792 87.5

地質調査業務 977,433 12.5

合計 7,805,226 100.0

　 ② 受注残高

業務別

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年７月１日

　 至 2021年９月30日）

金額（千円） 構成比（％）

建設コンサルタント業務 18,006,698 87.3

地質調査業務 2,612,154 12.7

合計 20,618,852 100.0

　 ③ 販売実績

業務別

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年７月１日

　 至 2021年９月30日）

金額（千円） 構成比（％）

建設コンサルタント業務 5,342,739 84.5

地質調査業務 983,663 15.5

合計 6,326,403 100.0

　


